
　社会の高齢化にともなって，在宅医療のニーズはますます高
まっています。在宅療養支援診療所または在宅療養支援病院とし
て24時間対応する医療機関も増えていますが，重篤な病態となっ
た場合には救急隊・救急医療機関との連携が不可欠です。すべて
の在宅患者が自然な在宅看取りだけを希望するわけではなく，在
宅では困難な検査や処置が必要な場合に，搬送・入院加療を依頼
できる体制がなければ，安心して在宅医療を行うことはできませ
ん。看取りの方針が決まっている在宅患者でも，いざという場面
での搬送方法・入院先が確保されていなければ，最期まで安心し
て生活することはできません。多くの場合，在宅医療を受けてい
る患者は病院と在宅を行き来しながら療養しています。比較的安
定している患者でも，重篤な状態に陥ることはしばしばあります。
終の住み処を決めるのも，検査や処置を中断して最期のときを待
つのも，十分な医療を受けた結果の決断でなければ受け入れがた
いものです。
　一方で，24時間対応する在宅医療機関が地域で十分に機能す
れば，不要な救急出動や対応を軽減し，末期状態の患者への心肺
蘇生や集中治療を減らすことができるでしょう。救急隊と救急医
療機関側にとっては，救命救急処置を本当に必要としている患者
への対応に，より力を注ぐことができるようになるはずです。救
命救急医療は，看取りの医療ではありません。患者の命を救うこ
とが医療の本質です。在宅医療機関による適切なプレホスピタル
トリアージは，救命救急医療の効率を向上させます。
　このように，在宅医療と救急医療は，地域のなかで互いに支え
合う関係にあります。
　今回の特集では，都市型と離島へき地型の在宅療養支援診療所，
救命救急センター，救急隊，訪問看護ステーションのそれぞれの
立場から，在宅医療と救急医療のかかわりについて，現状や問題
点について述べてもらいたいと思います。
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